
 

館林市個別避難計画作成事業に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の１４の規

定に基づき、避難支援等を実施するための計画（以下「個別避難計画」という。）の作成

事業（以下「事業」という。）を実施することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 避難行動要支援者 市内に居住する者のうち、災害が発生し、又は災害が発生する

おそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難

の確保を図るため、特に支援を要するものとして、館林市避難行動要支援者名簿に登

録されているものをいう。 

⑵ 避難支援等 避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認その他の避難行動

要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置をいう。 

⑶ 避難支援者 個別避難計画に係る避難行動要支援者について避難支援等を実施す

る者をいう。 

（実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、館林市とする。ただし、この事業の全部又は一部を福祉サー

ビス事業者（以下「計画作成事業者」という。）へ委託することができる。 

２ 事業に係る事務は、市及び関係機関が共同して行い、総務部安全安心課が統轄する。 

（対象者） 

第４条 事業の対象となる者は、避難行動要支援者のうち、個別避難計画を作成すること

について同意したものとする。 

 （計画作成事業者の範囲） 

第５条 計画作成事業者は、市内に主たる事業所を置くもので、次に掲げるものとする。 

⑴ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項に規定する指定居宅介護支

援事業者 

⑵ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第



１２３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者 

⑶ その他市長が適切に個別避難計画を作成することができると認める者 

（個別避難計画の作成） 

第６条 個別避難計画は、避難行動要支援者個別避難計画（別記様式第１号）を用いて市

又は計画作成事業者（以下「市等」という。）が作成する。 

２ 市等は、個別避難計画を作成しようとする場合は、事前に避難行動要支援者又はその

家族等（以下「対象者等」という。）に対して個別避難計画の趣旨を説明し、対象者等か

ら個別避難計画の作成・更新・提供に係る同意書（別記様式第２号）により、同意を得

なければならない。 

３ 個別避難計画は、対象者等の居住先への訪問等により、対象者等から直接必要事項に

ついて聴取し、対象者等の意向を反映させたものでなければならない。 

（個別避難計画の提出） 

第７条 計画作成事業者は、個別避難計画を作成した場合においては、作成後速やかに個

別避難計画の原本を市長に提出し、副本を対象者等に交付するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により提出された個別避難計画の内容を確認し、補正すべき点等

があるときは、計画作成事業者にその旨を通知し、再提出させるものとする。 

（個別避難計画の管理等） 

第８条 前条の規定により提出された個別避難計画の原本は市長が保管し、副本は対象者

等が保管しなければならない。 

２ 対象者等は、個別避難計画の副本を適切な場所で厳重に管理し、当該副本を紛失した

ときは、速やかにその旨を市長に届けなければならない。 

（個別避難計画の更新等） 

第９条 市等は、個別避難計画の記載内容について、更新しなければならない状況が対象

者等に発生したことを知ったときは、速やかに個別避難計画の記載内容を更新するもの

とする。 

２ 計画作成事業者は、前項の規定により個別避難計画の記載内容を更新した場合におい

ては、原本を市長に提出し、副本を対象者等に交付するものとする。 

（経費の支払） 

第１０条 市長は、計画作成事業者に対し、第７条の規定に基づく個別避難計画の作成に

要した経費として、個別避難計画の作成１件につき７，０００円に消費税及び地方消費



税の額を加算した額を支払うものとする。ただし、既に作成した個別避難計画の内容に

ついて更新した場合は、個別避難計画の更新１件につき３，５００円に消費税及び地方

消費税の額を加算した額を支払うものとする。 

２ 前項の規定に基づく個別避難計画の作成及び更新に要した経費は、計画作成事業者が

個別避難計画作成経費請求書（別記様式第３号）を市長に提出することにより請求する

ものとし、市長はこれを確認の上、当該計画作成事業者に経費を支払うものとする。 

 （経費の返還） 

第１１条 市長は、偽りその他不正の手段により経費の支払を受けた計画事業者があると

きは、当該経費の返還を求めるものとする。 

（秘密の保持等） 

第１２条 市等は、事業により知り得た秘密を正当な理由なく第三者に漏らしてはならな

い。 

２ 計画作成事業者は、個別避難計画の記載事項を事業の目的以外に使用してはならない。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 



別記様式第１号（第６条関係） 

避難行動要支援者 個別避難計画 

 

  作成日 年    月    日 

作成区分 新規・更新 作成者 
事業所名 

氏名 

要支援者氏名 
※児童の場合は（ ）で保護者の氏名を記入 

フリガナ 

 

生年月日 大正・昭和・平成・令和  年  月  日 年齢 歳 

住所又は居所 館林市 

性別 男 ・ 女 電 話 番 号  

携帯電話番号  ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

同居家族等 □ひとり暮らし  □同居家族あり（   人、関係性：         ） 

支援が必要な時間帯  

避難先 

（自宅内の垂直避難も含む） 

名  称 □自宅  □避難先（              ） 

住  所 
 

 

避難支援者① 
（緊急時連絡先も兼ねる） 

フリガナ  

要支援者との

関係性 
 氏  名 

(団体名及び代表者) 
 

 

住  所  

連 絡 先 

電話番号１： 電話番号２： 

メールアドレス： 

その他： 

避難支援者② 
（緊急時連絡先も兼ねる） 

フリガナ  

要支援者との

関係性 
 氏  名 

(団体名及び代表者) 
 

 

住  所  

連 絡 先 

電話番号１： 電話番号２： 

メールアドレス： 

その他： 

避難支援者③ 
（緊急時連絡先も兼ねる） 

フリガナ  

要支援者との

関係性 
 氏  名 

(団体名及び代表者) 
 

 

住  所  

連 絡 先 

電話番号１： 電話番号２： 

メールアドレス： 

その他： 

避難支援者④ 
（緊急時連絡先も兼ねる） 

フリガナ  

要支援者との

関係性 
 氏  名 

(団体名及び代表者) 
 

 

住  所  

連 絡 先 

電話番号１： 電話番号２： 

メールアドレス： 

その他： 

※特に必要な記載内容がない場合は、「なし」又は「－」と記載しても可とします。 



 

 
 

※特に必要な記載内容がない場合は、「なし」又は「－」と記載しても可とします。 

 

 

 

 

避難時に配慮しなく

てはならない事項 

（あてはまるもの全てに☑） 

□介護保険の認定を受けている【要介護認定区分：          】 

□手帳所持【障がい名：           等級：        】 

□障がい支援区分【区分：    】□非該当  

□難病の特定医療費、小児慢性特定疾病医療費の受給者証所持 □寝たきりである 

□医療機器の装着等をしている □音が聞こえない（聞き取りにくい） □幻視、幻聴がある 

□物が見えない（見えにくい） □言葉や文字の理解がむずかしい □自傷、他害行為がある 

□危険なことを判断できない □顔を見ても知人や家族とわからない □透析治療を行っている 

□その他   

       

通院、服薬状況等・

避難生活時の留意事

項 

既往歴  □有【病名：                               】 □無 

感染症  □有【病名：                               】 □無 

アレルギー  □有【種類：                             】 □無 

かかりつけ医及び服薬状況  □有  □無 

①病院名：              主治医：           連絡先： 

 通院頻度：月・週    回受診 

【処方薬：                                         】 

②病院名：              主治医：           連絡先： 

通院頻度：月・週    回受診 

【処方薬：                                         】 

介護、障がいサービス利用状況  □有  □無 

訪問系：週    回利用 

【事業所名：                    連絡先：                     】 

 

通所系：週    回利用 

【事業所名：                     連絡先：                       】 

ＡＤＬの状況（介助を要するものにチェック）  

【□食事 □入浴 □排泄 □更衣 □移乗 □移動 □起居 □整容】 

食事の形態 

【□常食 □嚥下食 □きざみ食 □ミキサー食 □とろみ剤使用 □胃ろう】 

その他 

 

避難経路図      ※避難先までの所要時間と距離【□車  □徒歩     分、    km】 

 



 

 

 

※特に必要な記載内容がない場合は、「なし」又は「－」と記載しても可とします。 

 

避難支援時の留意事項 

●館林市ハザードブックにおける自宅の位置【       ページ】 

●ハザードの状況：最大浸水深【□5ｍ以上 □3～5ｍ未満 □0.5～3ｍ未満 □0.5ｍ未満】 

●避難時の移動手段【□介助なく独歩可 □杖・歩行器使用 □車いす □担架、ストレッチャーが必要】 

●自宅で所有しているもの【□車いす □担架 □ストレッチャー】 

●避難時に車を使用するか【□車を使用しなくとも避難可能 □通常の車で移動可能 □介護車両を要する】 

●避難支援におよそ何人の助けが必要か【   人】 

●電源が必要な機器【□有（                     ）、電源確保の方法           】 

●避難時持出品(携行医薬品等含む) 

 

 

 

 

 

 

 

●その他避難時の特記事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

自宅の間取り図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第２号（第６条関係） 

  

個別避難計画の作成・更新・提供に係る同意書 

 

個別避難計画は、要介護者、障がい者等の避難行動要支援者の方お一人ごとに、

避難支援者、避難先等を記載等した計画です。 

この計画は、避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図るために作成するもの

です。作成に当たっては、作成に必要な範囲で、避難支援者の候補者や避難先の候

補施設の施設管理者、お住まいの行政区などの関係者に、個人情報の提供をします。 

個別避難計画の完成後は、①平常時は避難支援者に、②災害が発生し、又は発生

するおそれがある場合には避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援者に、個別

避難計画の情報を提供します。 

以上のことを承知し、個別避難計画の作成に同意することにより、避難行動要支

援者（あなた）は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において避難支

援を受けられる可能性が高まりますが、同意によって、災害時の避難支援が必ずな

されることを保証するものではありません。また、避難支援者などの関係者は、法

的な責任及び義務を負うものではありません。 

 

上記の内容を理解し、避難の支援、安否の確認その他の生命又は身体の保護を受

けるために、 

 

１ 個別避難計画を作成・更新することに、 

□ 同意します 

□ 趣旨を十分理解した上で、同意しません  

 

２ 個別避難計画を避難支援者へ提供することに、 

□ 同意します  

□ 趣旨を十分理解した上で、同意しません  

 

年     月    日 

 

署名           （代筆：          続柄：     ） 



別記様式第３号（第１０条関係） 

個別避難計画作成経費請求書 

 

年   月   日 

 

館林市長 様 

 

 事業所名                     

事業所住所                    

事業所代表者名                ○印  

                    電話番号                     

 

「個別避難計画」を作成しましたので、次のとおり請求します。 

 

 
対象者氏名 

（区分） 
対象者の現住所 

請求区分 

（請求額） 

１ 
 

 
新規・更新 

介護・障がい・他 円 

２ 
 

 
新規・更新 

介護・障がい・他 円 

３ 
 

 
新規・更新 

介護・障がい・他 円 

４ 
 

 
新規・更新 

介護・障がい・他 円 

５ 
 

 
新規・更新 

介護・障がい・他 円 

合  計  額 円 

 

受

取

口

座 

金 融 

機関名 
 支店名  

口座 

区分 
普通・当座 

口 座 

番 号 
 

（フリガナ） 

口座名義 
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